
◆リモートワークが進むと海外在住もOK!
リモートワークでの勤務が普及し、業種によって

はフルリモートで居住地が会社の近くでなくとも問
題ないというところも増えています。極端な話、海
外在住者と雇用関係を結び国外に在住のまま働いて
もらうこともできます。日本国内の採用市場ではこ
れまで絶対数が少なく人材難だった、英語ができる
ITエンジニアなどは、海外から人材を採用する方針
も選択肢の一つとなっています。

◆海外からリモート勤務者の所得税の課税
話を単純化するため、前提として、リモートで日

本勤務するITエンジニアは、これまで日本に住所も
居所も持ったことがない日本の所得税法上の非居住
者でかつ役員とはならない労働者とします。そして、
勤務者は日本の会社への出社（＝日本に来ること）
は一切不要とし、給料は日本から海外の本人の銀行
口座に直接支払われるものとします。さらに、勤務
者の居住地国と日本との間には租税条約があり、給
与所得者は居住地国でのみ課税されるものとします。
給与は日本から国外の本人口座に送金されますが、

日本で勤務を行わないため国内源泉所得とはならず、
給与の支払いの際の日本の所得税の源泉徴収は不要

です。年末調整も対象外です。日本では課税されな
いため日本での確定申告も不要です。
課税関係の精算は勤務者本人の居住地国で確定申

告をすることになります。

◆海外リモート勤務者の社会保険等の扱い
海外の人を海外在住のまま日本の企業が雇用する

ことはまだ法整備がなく、今後変わる可能性はあり
ますが、いまのところ、給与が日本の企業から支払
われていれば、社会保険は適用されるものと考えら
れています。ただし、介護保険には日本での居住要
件があるので加入できません。
労働保険は、労働災害保険のみ特別加入制度（海

外派遣者）が適用できれば対象となれます。雇用保
険は、海外在住の場合、現地採用と同じ扱いとなり
雇用保険には加入できません。
今後、海外リモート勤務をする実例が増えてくる

と、法整備も後追いで対応されてくるものと思われ
ます。適用の際は、専門家および年金事務所に相談
の上、実態とその時点での法解釈に従った手続きが
必要となります。
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いつもお世話になっております。
暦では夏の終わりと申しながら、まだまだ暑い日がつづきますね。
夏の疲れが出てくる頃です。
体調管理には充分気をつけてお過ごしください。

それでは、今月の事務所だよりをお届けします。



2023年9月の税務

9月11日
●8月分源泉所得税・住民税の特別徴収税額の納付

10月2日
●7月決算法人の確定申告＜法人税・消費税・地方
消費税・法人事業税・（法人事業所税）・法人住民
税＞
●1月、4月、7月、10月決算法人の3月ごとの期間
短縮に係る確定申告＜消費税・地方消費税＞
●法人・個人事業者の1月ごとの期間短縮に係る確
定申告
＜消費税・地方消費税＞
●1月決算法人の中間申告＜法人税・消費税・地方
消費税・法人事業税・法人住民税＞（半期分）

●消費税の年税額が400万円超の1月、4月、10月決
算法人の3月ごとの中間申告＜消費税・地方消費税
＞
●消費税の年税額が4,800万円超の6月、7月決算法
人を除く法人・個人事業者の1月ごとの中間申告（5
月決算法人は2ヶ月分）＜消費税・地方消費税＞

◆３か月（熟慮期間）以内に
相続が発生した場合、相続人は相続の開始及び自己が相続人であることを知ってから３か月（熟慮期間）以内

に単純承認・相続放棄・限定承認の中からどれかを選択しなければなりません。熟慮期間の間に相続放棄または
限定承認がされなかった場合は、単純承認したとみなされます。また、３か月の熟慮期間中に被相続人の預金か
ら現金を引き出して使うなどの行為があった場合は、単純承認をしたとみなされ、相続放棄や限定承認を選択す
ることができなくなります。

◆４か月以内に
相続人は、被相続人の相続開始年の１月１日から死亡の日までの期間の所得金額及び所得税額を計算して、相

続の開始があったことを知ってから４か月以内に準確定申告書を提出し、納税をしなければなりません。

◆10か月以内に
被相続人からの相続による取得財産に係る課税価格の合計額が、遺産に係る基礎控除額を超える場合、その財

産を取得した人は、相続の開始があったことを知った日から10か月以内に、相続税の申告書を提出し、納付を
しなければなりません。

◆１年以内に
遺留分侵害額請求権は、遺留分権利者が相続の開始及び遺留分を侵害する贈与・遺贈があったことを知った時

から１年間で時効により消滅します。

◆３年以内に
令和６年４月以後は、所有権の登記名義人について相続の開始があった時は、その相続により所有権を取得し

た者は、相続の開始があったことを知り、かつ、所有権を取得したことを知った日から３年以内に、所有権の移
転の登記申請をしなければなりません。遺産分割で所有権を取得した際は、分割の日から３年以内の登記申請も
義務づけられています。

◆10年以内に
令和５年４月以後は、遺産分割協議に関して、特別受益と寄与分の主張をすることができる期間を相続開始の

時から10年とするという内容の期限が設けられており、その結果、遺産分割協議に実質的に10年の期限が設け
られることになりました。相続人全員の同意がない限り、法定相続分でしか遺産分割することができなくなりま
した。

相続に関わる手続上の期限



駐車場の賃貸借契約は、通常、１年～２年間の契約期間で作成されますが、インボイス制度(適格請求書等保存
方式)の運用が始まる令和5年10月1日をまたぐ契約も多いのではないでしょうか。

◆駐車場賃貸は、消費税課税が原則
駐車場事業を経営する場合、砂利を敷く、ロープで区画割りする、アスファルト舗装するなど施設を整備して

貸し付けます。施設の利用に伴って土地が使用される場合、消費税が課されます。課税事業者は、令和5年10月
以降、賃貸借契約書や請求書、領収書等にインボイス(適格請求書)としての要件を備えさせて保存しなければな
りません。

◆契約書を通知書で補完
契約書、請求書等をそのままインボイスとする場合、登録番号、税率10％に対応する税込価額または税抜価

額、消費税額等の明記が必要ですが、令和５年10月前に作成する契約書には、これらの項目の記載は求められ
ていません。そもそも、駐車場賃貸では、賃料の収受に際し、通常は請求書や領収証を交付しないでしょう。
そこで貸主のインボイス交付義務・保存義務（借主のインボイス保存義務）に対応させるため、請求書にかえ

て、駐車場事業者は、インボイス番号（登録番号）等を記載した通知書を別途作成して契約書を補完させて借主
に交付すること、領収証にかえて、借主は銀行の支払記録と賃貸借契約書や通知書で補完する方法が国税庁のイ
ンボイス特設サイトに案内されています。

◆口座振替と口座振込
口座振替の場合、借主は、インボイス番号の通知書で補完された契約書とともに通帳（課税資産の譲渡等の日

付が分かるもの）を併せて保存することにより、インボイス保存義務が満たされます。
口座振込の場合は、借主は、インボイス番号の通知書で補完された契約書とともに銀行の発行する振込金受取

書を併せて保存することにより、インボイス保存義務が満たされます。

◆事務所賃貸､税理士､社労士も取扱いは同じ
なお、仲介会社の作成する令和５年10月以降の賃貸借契約にインボイス番号等の記載がない場合も上記の通

知書で補完する対応が必要になります。また、この取扱いは、事務所賃貸はもちろん、税理士、社労士など士業
が顧問先と締結する契約についても同様の対応となります。インボイス制度開始前に業務フローを確認しておき
ましょう。

駐車場賃貸のインボイス


